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原価企 画活動 を支援 す る 組織能力 と

　　　　　パ フ ォ
ー マ ン ス との 関係

一 某電機 メ ー カ ー に お ける事業間比較
一

吉　田 　栄 　介

1　 は じめ に 皿　 吉田 （2000）の研究

　今日まで に ，原価企 画 に関す る多くの ケ
ース

研究や実態調査が お こ なわれ ，そ の 活動を支え

る 要件 に つ い て 多 くの 知見が蓄積 され て きて い

る （神戸大学管理 会計研究 会，1992； 日本会計 研

究学会，1996；田 中 （雅 ）ほか，1997；谷ほか，1993）。

しか しなが ら，そ うした 要件 とパ フ ォ
ー

マ ン ス

との 関係に つ い て の 実証研究はそれほ ど多い と

はい えない ω 。 そこ で 本研究で は こ うした課題

の 中か ら ，
と りわけ競争環境 ， 原価企画を支援

する組織能力およ び原価企画の ア ウ トプ ッ トと

の 関係を探究する こ とを目的とする 。

　こ の 目的の ため に ， まずは先行研究 と して 吉

田 （2000）の 研究成果 につ い て 述 べ る 。 次 に
，

本研究 の 研究 フ レーム ワ
ーク と

， 吉 田 （2000 ）

で は扱わ なか っ た残 され た課題 に取 り組 むべ く

実施 した郵送質問票調査の概 要を述 べ る。続 い

て，調査対象事業 に おける競争環境 と原価企 画

へ の取 り組みの違 い に つ い て整理 した後 ， 調査

デ ータ の 分析結果 とそ の 意味に つ い て 検討を加

える。最後に ，本研究か ら見 い だ され る結論 と

イ ン プ リケ
ー

シ ョ ン に つ い て 述べ る こ とにす

る 。

　吉田 （2000）で は ，「同一の ツ
ール類 を利用

しなが ら も，原価企 画 の 成果に差が 生 じる の は

なぜ か」 と い う リサ
ー

チ ・ク エ ス チ ョ ン の 下 ，

企 業内 の プ ロ ジ ェ ク ト ・レ ベ ル に お い て ，原価

企画活動 を支援する組織能力が，原価企画の パ

フ t 一
マ ン ス お よび設計担当エ ン ジ ニ ア の バ ー

ン ア ウ ト  に 及ぼす影響を調査 した 。 調査デ
ー

タは，業種お よび原価企 画の 実施状況の 異なる

4 社 に お ける 171 名の 設計担当エ ン ジ ニ ア に 対

す る郵送質問票 に よ り収集 し，各社ご とに 3 つ

の 分析 を実施 した 。

　第 1の 分析は，原価企画支援ツ
ー

ル の 「利用

率」お よび 「有効性 と習熟度の 相関 分析」で あ

る 。 そ の 結果，導入期の 原価企画支援ツ
ール に

つ い て は
， その ツ ール に対する習熟度 と原価低

減へ の 有効性 との 間に正の 相関関係が確認で き

るが ，そ の他の 多くの ツ
ール にお い て，習熟度

と原価低減 へ の 有効性 と の 間 の 相 関関係を見 い

だす こ とは で きなか っ た。例外 として ，「コ ス

トテ
ー

プ ル の 利用 （構想段階）」お よび 「デ ザ

イ ン ・レ ビ ュ
ー

（構想，設計段階とも〉」に つ

い て は
， 習熟度 と有効性 との 間に正の 相関関係

が確認された 。

　第 2 の 分析は
， 成功プ ロ ジェ ク トと失敗プ ロ
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ジ ェ ク トとの組織能力の 差の 検定で あ る （3） 。 そ

の 結果，ツ
ー

ル の 有効性 に つ い て は ほ とん ど差

異が確認で きなか っ た 一方で ，「部 門 ・プ ロ ジ

』・ ク ト・組織間での調整お よび情報共有に関わ

る組織能力」に つ い て，成功 プ ロ ジ ェ ク トに 優

位な差異が確認 され た 。 例外と して は
，

ツ ール

類の 中で も唯
一

「コ ス トテ ーブ ル の 有効性 （構

想段階）」に つ い て は
， 成功プ ロ ジ ェ ク トに優

位な差異が確認 された 。

　第 3の 分析は 「原価企 画活動 を支援する組織

能力」 を独立 変数，「パ フ ォ
ーマ ン ス およ び バ

ー
ン ア ウ ト」変数を従属変数 と し た重 回帰分析

で ある 。 そ の 結果，原価企画活動 を支援す る組

織能力の パ フ ォ
ー

マ ン ス へ の 影響 に つ い て は，

4社に共通 する成功要因を見 い だす こ とは で き

なか っ た。 しか しな が ら
， 「原価企 画に 関する

プ ロ セ ス 能力とア
ー

キ テ クチ ャ 能力」の 「製品

品質 ・機能性，開発 リー ドタイム お よび製品 コ

ス ト」 へ の 正 の 効果は
，

ロ ーカ ル 能力 に比べ て

顕著で あ っ た 。 原価企画活動 を支援する組織能

力の 設計担当エ ン ジ ニ ア の バ
ー

ン ア ウ トへ の 影

響に つ い て も，同様に ，「原価企画 に 関する プ

ロ セ ス 能力とア
ー

キ テ クチ ャ 能力」の 負の 効果

は，ロ
ー

カ ル 能力 に比 べ て 顕著で あ っ た   。 そ

の
一

方で
， 「協力企業 との 連携」が パ フ ォ

ー
マ

ン ス に 正負双方の 効果 を示 した り，そ の 他の い

くつ か の 組織能力指標が 設計担当エ ン ジ ニ ア の

バ ーン ア ウ トに対 して正 の 効果 を示す な ど，い

くつ もの 原価企画の逆機能も確認 された 。

　以 上 の よ うに，原価企 画の 成功要因 と して
，

ッ
ール 類 よ りも組織 プ ロ セ ス や組織構造に 関わ

る組織能力が 重要で ある こ と を明 らか に した 。

しか しなが ら， 原価企画 の 成功要因 として の 個

別の組織能力を特定するには至 らなか っ た 。

皿 研究フ レ
ー

ム ワ ー ク
と調査概要

図表 1　 研究フ レーム ワーク

原価企画 を支援す る組織能力
　

　　↑
原価企 画の成果

［・争・司

　以上の 研究成果 を受けて，本研究で は，吉田

（2000）で は扱わ なか っ た競 争環境とい う要 因

を研究 フ レーム ワ
ー

ク に 取 り込 む 。 そ こ で 「競

争環境 の 違 い に よ っ て 原価企画の 成功要因が ど

の よ うに異なるの か」を探 究す る ことが 本研究

の 目的で あ る （図表 1 参照）。 こ の 目的の ため

に2000年 4 月に 郵送質問票調査 を実施 した 。 調

査 デ
ー

タは，ある電機 メ ーカーの パ ソ コ ン 事業 ，

液晶デ バ イ ス 事業，エ ア コ ン 事業 （2000年 4 月

に各事業30部つ つ ，合計90部 送付 。 6 月に 全数

回収 。 ）か ら得 た 。 回答者 は 各事業 に携 わる設

計担当 エ ン ジ ニ ア で ある。 調査 に利用 した質問

調査票は
， 吉 田 （2000）にお い て使用 した もの

と同様で ある 〔5）。

　次節で は ，分析結果 に先立 ち，調査対象事業

の 競争環境の 特徴 と原価企画の実施状況 に つ い

て概観す る 。
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原 価 企 画活 動 を 支援 す る 組 織能力 とパ フ d
一

マ ン ス と の 関係

N 　調査対象事業の特徴

1．競争環境

　競争環境 は 「製品技術の 新規性」， 「製品 市場

の 新規性」お よ び 「協働す る 設計者数」 とい う

指標に つ い て ， 5点 リ ッ カ ー
ト ・ス ケ

ー
ル を用

い て 得 られ たデ
ータ を各事業 ご とに 集計 の h ，

Wi ］coxon の 順位和検定に よ っ て 事業間差異を調

べ た Q

　そ の 結果，まず 「製品技術の 新規 1生」につ い

て は
，

エ ア コ ン 事業 と液晶事業間にお い て 1 ％

水準で 有意な差が確認 され た。続 い て 「製品市

場 の 新規性」に つ い て は パ ソ コ ン 事業 と液晶事

業間 にお い て 5 ％水準で 有意，パ ソ コ ン 事業 と

エ ア コ ン 事業間に お い て 0，1％水準 で 有意な差が

確 認 され た。最 後に 「協働 す る 設 計者数」 に つ

い て は ，「杜 内設 計者数」にお い て パ ソ コ ン 事

業 と液晶事業間に0．1％水準で有意，液晶事業 と

エ ア コ ン 事業 間で は 1 ％水準で 有意，「社外設

計者数」 に お い て は パ ソ コ ン 事業 とエ ア コ ン 事

業問に 1 ％水準で 有意な差異が 確認 さ れ た 、，

　以上 の結果か ら，調査対象事業は，競争環境

の 異 なる 4 つ の セ ル に 区分す る こ とが で きる

（図表 2 参照）。 以下 ， 4 つ の セ ル の 対角 に位置

す る 2 つ の セ ル に 入る パ ソ コ ン事業とエ ア コ ン

事業の 比較を中心 に 調査結果を まとめ る （6）。

図表 2　 調査対象事業の 競争環境

高

低

製
品
技
術
の

新
規
性

一

　 　 低　　 　　　　　　　　高
　 　 　　 製品市場 の 新規性

2 ，原価企画 へ の 取 り組み の

　 エ ア コ ン 事業で は，原価企 画活動 を30年に わ

た っ て取 り組 んでお り，ル ーテ ィ ン活動 と して

継続的，組織的に実施 して い る 。 またそ の教育

内容は，VE とコ ス トテ
ー

ブ ル とい っ た代 表的

な ツ
ー

ル だ けで な く，
IEや 品質機能展開 ， 製造

配慮設計な どその 種類お よ び対象範囲が 広 く，

原価企画 の 基本理念お よび手続 きに つ い て の 教

育 も幅広 く実施 され て お り，網羅的 とい える 。

　
一方の パ ソ コ ン事業にお ける原価企画活動は

臨時的 にプ ロ ジ ェ ク トチ
ー

ム を編 成 して 実施 し

て い る 、， 教育内容 も， 原価見積 ，
VE お よ び コ

ス トテ
ー

ブ ル に 関す る教育が 中心 で あ り，網羅

的 とは い え な い 。

　次 に
，

こ の 2 つ の 事業間 で ，原 価企画 活動 を

支援 す る組織能力が どの よ うに異な る の か を

Wilcoxon の 順 位和検定 に よ り調 べ た 。組織 能力

に 関す るす べ て の 指標の うち t 事業間で 統計的

に 有意な差異が確認で きた指標の み を図表 3 に

示す 。

　そ の 結 果， 2 つ の 事業間 で 差異が 確認 され

た 指標 は 3 つ に 区分で きる 、， 第 1 に は原価 目

標 の 設定 と管理 可 能性 に 関す る 指標 で あ る 。

事業間 で 差異 が 確認 され な か っ た 多 くの 指標

が ある こ とも事実だが ，差 異が 確 認 され たす

べ て の 指標 に お い て エ ア コ ン 事 業の 方が高 い

値 を得 て お り，エ ア コ ン 事業の 設計担 当エ ン

ジ ニ ア の 方が パ ソ コ ン 事業 の 設計担 当 エ ン ジ

ニ ア よ りも多 くの 費 目に つ い て 管理 可能性 を

認識 して い る こ とが わかる 。

　第 2 に は
， 支援 ツ

ール に関す る指標で ある 。

VE の 有効 性 と リ サ イ ク ル 配慮設 計 の 習熟 度

は ，パ ソ コ ン 事業よ りもエ ア コ ン 事業の 方が

高い と い う結果が 得 られ た 。 また ，こ の 区分

  と  の 指標 に お い て は ，液晶事業は パ ソ コ

ン事業 と概ね同様の 傾 向を示 し て い る 。

　第 3 に は 部門間交流 に 関する指標で あ る 。
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図表 3　原価企画活動 を支援する組織能力の事業間差異

パ ソ コ ン 事業 エ ア コ ン 事業

原価 目標の設定割合 （金型代）

管理 可能性 （素材費）

  管理可能性 （購入部品費） 中 高

管理 可能性 （直接加 工費）

管理可能性 （金型代）

VE の 原価低減へ の 有効性・2
リサイ クル 配慮設計の 習熟度

低 中

製造部門との 交流 による設計変更 （前） 低 中

製造部門との交流による設計変更 ｛後） 中 高’3：

製造部門との 交流 による目標原価低減 へ の 貢献 （後） 低 中

業務に占め る交流時間の 割合 多 少

（前）：構想段階，（後）：設計段階

製造部 門 と の 交流 の 影響 は ，パ ソ コ ン事業 よ

りもエ ア コ ン 事業 の 方が 大 き い
。 また液 晶事

業 は
，

エ ア コ ン 事業 と概 ね 同様の 傾向 を示 し

て い る 。

　以上，本研究 の 主たる 分析 に先 立ち，事業

間で の 原価企画 へ の 取 り組み の 違 い を整理 し

た 。 そ の 結果 ，
エ ア コ ン 事業で は ，原価企画

の 適用範囲が 広 く，製造 部門 との 交流 の 影響

も観察され る の に対 して ，パ ソ コ ン 事業で は ，

原 価企 画の 適用が 限 定的で あ る こ とが うか が

える 。

V　分析結果 と解釈

　本研究の 目的は
， 原価企 画活動 を支援する組

織能力 とパ フ ォ
ー

マ ン ス との 関係 に，競争環境

が どの よ うな影響を及ぼすの か を検証す る こ と

で あ っ た 。
こ の 目的 の た め に ，「原価企 画 を支

援する組織能力」指標と 4 つ の パ フ ォ
ー

マ ン ス

指標 との 相関係数を事業間で比較す る 。 相関係

数の 差の 検定の 結果に つ い て， 5 ％か らO．1％水

準で有意であ っ た もの を示 した のが 図表 4 であ

る 。

　以下 ， 図表 4 に示し た 分析  か ら  の 順 に ，

分析結果 に つ い て 詳論する 。

  「ツ
ール の習熟度」と

　 「パ フ ォ
ー

マ ン ス 」の 相関分析

　 こ こ で は 2 つ の 事業間に お い て
， 特徴的な差

異が 2 つ 確認 された。第 1に，パ ソ コ ン事業に

お い て 「原 価 見 積技 法」，「VRP （Variety

Reduction　Program）」，「コ ス トテ
ー

ブ ル 」   お よ

び 「製造 ・組立配慮設計」 の 習熟度 と 3 つ の パ

フ ォ
ー

マ ン ス 指標 との 正 の 相関関 係が確認 され

た 。 第 2 に は エ ア コ ン 事業に お い て 「IE」，「新

生産技術」お よび 「新工程設計」の 習熟度 と 2

つ の パ フ ォ
ー

マ ン ス 指標 との 正 の 相関関係が確

認 され た 。 表に は示 さなか っ たが ，液晶事業 に

つ い て も概 ね パ ソ コ ン事業と同様の 結果を得 て

い る 。

　以上の 分析結果か ら，製品技術の 新規性の 高

い パ ソ コ ン 事業と液晶事業で は，新製品にお け

る構成部品や技術 の 変化が 激 しい ため
， 購買部

品や 製品間調整に 関連す る技法や ノ ウハ ウ の 習

熟が 原価企 画の 成果に結 び つ きやす い こ と を示

唆 して い る 。

一方，製品技術の 新規性 の 低 い エ

ア コ ン事業では，製造段 階で の新技術の導入が ，

製品 コ ン セ プ トの 実現や 製品品質 ・機能性 の 向

上に貢献する こ とが 示唆され る
。
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原 価企 画 活動 を 支援す る 組織能力 とパ フ ri
一

マ ン ス との 関 係

図表4　「原価企画活動 を支援す る 組織 能力」と「パ フ ォ
ー

マ ン ス 」の 相 関係数 （1 ）

パ カ ン　 エアコン 〆 カン　　エアコン パ カン　 エアコン パ ソコン　 エアコン

製品コ ンセ プ ト

　　の 実現

製品品質 ・

攤

概

リ
ー

ドタイム
製品 コ ス ト

原価見積技法の習熟度
．402賣 ・，Ol3 ．448直 ・．032
2727 27 27

．388熄 ．239 ．456輿 ．051VRP の 習熟度
27 28 27 28

．435★

，101コ ス トテ
ー

ブル の利用法

の習熟度 28 28

 
．409白

．254
組立 ・製造配慮設計の習熟度

27 28
．153 ．483費禽 ．150 ，412責

lE の 習熟度
2728 27 28
．033 ．589轍 ・．099 ，510鰰

新生産技術の習熟度
2728 27 28

新 工 程設計 の習熟度
．163 ，460 禽

28 28

原価 目標の 変更頻 度 （前）
・．352   457官 ．200 ・．451禽

27 28 2728

 
．052 ・．4（聯 ・．129 ・．400 白 一．167 一．540 舳

原価目標の タイ トネス 〔前）
24 26 24 26 24 26
・，OO4 ・．537轍 ・．186 ・．449胄 ・．311 ・，662轍 ・，028   567勲

原価 目標 の タイ トネス （後）
27 27 27 27 27 27 2727

両側 t検定 ：
費 5％ 水準で有意，

勲 1 ％ 水準で 有意

各項 目の 下段には標本数を記載

（前）：構想爨階， （後）：設計段階

  「目標原価 の 設定水準」と

　 「パ フ ォ
ー

マ ン ス 」の相関分析

　こ こ で は ，エ ア コ ン事業 におい て 「原価 目標

の 変更頻度」お よび 「原価 目標の タ イ トネス 」

とパ フ ォ
ー

マ ン ス 指標との 問に負の 相関関係が

確認 され た 。 液晶事業にお い て も
一

部の 指標に

お い て 同様の 傾向が確認 されたが，パ ソ コ ン事

業に お い ては こ うした関係を確認する こ とは で

きなか っ た 。

　 3 つ の 事業 と も ， 「原価 目標の 変更頻度 と タ

イ トネ ス 」の すべ て の 指標に お い て
， 統計的に

有意な差異は確認され て い ない 。得点 をみる と
，

変更頻度は 「全くなか っ た」，「中程度」，「極め

て頻繁」の 5 点尺度の 2．45か ら3．OO，タ イ トネ

ス は 「既存の技術水準で達成可 能」， 「努力す れ

轍 0．1％ 水準で 有意

ば 達成可能」， 「相当の 発想転換が 必要」の 5 点

尺度の 3．48か ら4．14で あ っ た。す なわち，変更

は少な く，多少厳し い 目標設定水準で あ り，既

存研究か ら浮か び上 が る 日本企 業の
一般的な 目

標原価設定の 実務 と合致する 。

　以上 の 点か ら，技術や市場 の 新規性に 乏 しい

エ ア コ ン の よ うな成熟製品で は，厳 しい 目標原

価の 設定が原価低減 ア イデ ア創発 の トリ ガ ーと

は ならな い 可能性 を示唆 して い る 。

  「部門 ・企業間の情報共有」と

　 「パ フ ォ
ーマ ン ス 」の 相関分析

　こ こ で は まず 「企 業内の 他部門 との 情報共有」

とパ フ t 一マ ン ス 指標 との 正 の 相関関係は，パ

ソ コ ン事業に おい て の み い くつ か の 部門に 対 し

て確認 され，液晶事業とエ ア コ ン事業で は 確認
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され な か っ た 。 続 い て
， 「サ プ ラ イヤ ー企業 と

の 情報共有」 とパ フ ォ
ー

マ ン ス指標 との 正の相

関関係は，パ ソ コ ン事業と液晶事業にお い て 同

様に確認 され，エ ア コ ン事業で は相関関係を確

認で きなか っ た 。 以上の 分析結果の 解釈につ い

て は
， 次の 第4 の 分析結果が関連深 い ため，次

項に て あわせ て考察する。

  「部門 ・企業間の誤解 と意見 の 相違」と

　 「パ フ ォ
ー

マ ン ス 」の 相関分析

　 こ の分析で は 「部 門 ・企業 間の 誤解 と意見の

相違」 とパ フ ォ
ー

マ ン ス 指標 と の 負の 相関関係

が
，

エ ア コ ン 事業に お い て 数 多く確認さ れ た
。

こ うした関係 は
， 液晶事業 にお い て構想段階 の

購買部 門との 間に 5％水準で 有意な関係が確認

され た の み で
，

パ ソ コ ン事業で は確認 されなか

っ た 。

　以 上 ，第 3 の 分析 と合わせ る と
， 部門 ・企業

間交流 に関 して ，各事業 ご とに特徴的 な傾向が

見 られ る 。 まず エ ア コ ン事業で は ，情報共有 と

パ フ ォ
ーマ ン ス との 正の 相関関係は確認 されな

か っ た が
， 多くの 関連部門お よびサ プ ライヤー

企業 との 誤解 と意見 の 相違が少な い 状況 に お い

て ，高 い パ フ ォ
ー

マ ン ス が得 られて い る 。

一
方，

パ ソ コ ン事業で は 多くの 部門お よびサ プ ラ イヤ

ー企 業 との 情報共有が 進ん で い る状況下 で ，高

い パ フ t 一マ ン ス が得 られて い る 。 情報共有と

い うフ ァ ク ターは液晶事業にお い て もパ フ t 一

マ ン ス との 正の 相関関係が確認 され たが
， それ

は サ プラ イヤ
ー

企業 との 情報共有 に限 られて い

た（9＞。

　既存研究に お い て も部門 間 イ ン タ ー
ラク シ ョ

ン は原価企画活動の重要な成功要因とされ て き

たが，その 内容 につ い ての具体的な議論は乏 し

か っ た 。
こ の分析結果 は，競争環境の 違 い に よ

り必要な部門間イン タ
ー

ラ ク シ ョ ン の 内容が 異

な る こ とを示唆する 。 そ れ は ，パ ソ コ ン お よび

液晶事業で は情報共有で あ り，エ ア コ ン事業で

は組織内 コ ン フ リク トの 解消で ある 。

  「設計担当 エ ン ジニ ア の 自律性」と

　 「パ フ ォ
ー

マ ン ス」の相関分析

　 こ の 分析にお い て は ，パ ソ コ ン事業 と液晶事

業が 同様の傾向を示 し，エ ア コ ン 事業 とは異な

る結果を得た 。

　エ ア コ ン 事業に お い て 「組織的圧力か らの 自

律」，「既存の 設計状態 か ら の 自由」 な らび に

「過度の ツ ール 依存 か らの 脱却」が進ん で い る

状況にあるこ ととパ フ ォ
ー

マ ン ス との 問に正の

相関 関係が確認 され た 。

一
方，パ ソ コ ン 事業と

液晶事業に つ い て は，わずか に 「組織的圧力か

らの 自律」 と 「製品 コ ン セ プ トの 実現」 との 正

の相関関係 （5 ％水準で有意）が確認で きた の

み であ る 。

　以上 の 結果は ，製品技術の 新規性の 低 い エ ア

コ ン 事業では ，従来か らの 設計思想 を踏襲 し
，

新た な独創的な ア イデ ア を育む努力を怠 り， 設

計担当エ ン ジニ ア の 自律性 を阻害する こ とが低

い パ フ ォ
ーマ ン ス に結 び つ くこ とを示唆 して い

る 。

V【 むすび

　本研究で は原価企画の 成功 要因を探究す るた

め に
， 吉 田 （2000 ）の 研究 成果 か ら得 ら れ た

「原価企画支援 ツ
ー

ル よ りも組織 プロ セ ス お よ

び組織構造 に関わる要因が重要である1 とする

知見に加えて ，競争環境が原価企画の 成功要因

に及ぼす影響 を検証する こ とを意図 した 。

　その 目的の ため に実施 した郵送質問票調査の

結果 を要約する と以下 の ようになる 。

　まずは図表 4 に示 した ように
， 競争環境の 異

なる事業間にお い て，原価企画 を支援 する組織

能力 とパ フ ォ
ーマ ン ス との 相関係数の 差 をい く

つ か確認 した 。 す なわち ， 競争環境の違い に よ

り， 原価企画活動に必要 とされ る組織能力に 違
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原 価 企 画活 動 を 支援 す る 組 織 能 力 と パ フ ォ
ー

マ ン ス との 閲係

図表4　「原価企画活動を支援 する組織能力」と「パ フ ォ
ー

マ ン ス」の相関係数 （2）

バ カン　 エアコン バ カン　 エアコン パ ソコン　 エアコン バ カ ン　 エアコン

製品 コ ンセ プ ト

　　の実現

製品品質 ・

攤

醗

リー ドタイム
製品コ ス ト

購買部門 との情報共有 （前）
．447☆ 一．053
23 22

購買部門との情報共有 （後）
．530勲

．059
27 24

製造部門との 情報共有 （後）
．526鼎

．129 ．547轍 ．056 ．398禽 ・．068
25 25 25 25 2525

営業部門 との 情報共有 （前）
，567曹

．027
16 21

営業部門との 情報共有 （後）
β03鼎

．280 ，684鼎 ，119
18 23 18 23

サプ ライ 」 との情報共有 （後）
．503禽實 ．373 ．503勲

．247
2524 25 24

 

　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
　
 

購買部門との

誤解と意見 の相違 （前）

・，358 ・．530費 ・．363 ・．533賣

23 21 23 21
・．184 ・．433禽購買部門との

誤解と意見の 相違 （後） 27 23
・．126 ・．536齲製造部門との

誤解と意見の相違 （後） 2525
・，215 一，459費 「 415   523賣

、 300 ・．448嘗営業部門との

誤解と意見の相違 （前） 16 21 16 21 16 21
営業部門との

誤解と意見の 相違 ｛後）

一．066 ・、501禽 ・，283r653 燃 ・．324 ・．563鼎 ・．179 ・．610禽禽

1823 18 23 18 23 1823
・．108 ・．534糊サプ ラ戦

一 との

誤 解と意見 の 相違 （後） 2523

組織的圧力か らの 自律
．382★

，370 、242 ．410 費 ．005 ．561費 禽

28 28 28 28 2828

  過去の 設言伺犬態か らの 自由
，257 ，412曹

．273 ．625 轍 ．007 ．488鱈

．187 ．514鼎

28 28 28 28 28 28 2828

過度の ツール 依存か らの 脱却
，026 ．422費

2828
両側 t検定 ：

費 5 ％水準で有意、
勲 1 ％水準で有意，轍 Ol ％水準で 有意

各項目の 下段には標本数を記載

（前）：構想段階， （後）：設計段階

い がある こ とを明 らかに した。

　で は競争環境 と原価企画の成功要因 との 間に

どの ような関係が あ っ た の だ ろ うか 。

　まず ， 調査対象事業 間の 異同に注 目する と ，

5 つ の 分析 を通 じて ，エ ア コ ン事業とパ ソ コ ン

事業との 差異が 明確で あ り
， 液晶事業に つ い て

は概 ね パ ソ コ ン 事業 と同様の 傾向を示 した 。 図

表 2 に 示 した事業 ご との 競争環境 の 特徴を踏ま

えて 考える と，エ ア コ ン 事業は成熟産業で あ り，

パ ソ コ ン事業と液晶事業は革新的産業の ひ とつ

と見 なす こ とがで きよ う。

　続 い て 各事業の 原価企 画活動 に必要 とされ る
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組織能力 は い か なる もの で
， また事業間で どの

よ うな違 い があ るのか を整理する 。
エ ア コ ン 事

業の ような成熟産業における原価企画活動に は

次の 2 つ の 成功 要因が 示唆され る 。 第 1 に は，

「製造関連の 新技術 の 習熟」お よび 「他部 門 ・

企業 との 理解 ・合意」で ある。こ の こ とは
，

ビ

ジ ネ ス ・ネ ッ トワ
ー

クに関わる全ての関係者を

巻 き込ん だ継続的活動に よる モ ノづ くりの 高 い

総合力の 重要性 を強調する 。 第 2 に は，原価低

減ア イデ ア の 創発や代替案の ベ ス ト ・チ ョ イス

の ため の 「サ ポ ー ト体制の 強化」 と 「設計者の

自由な発想を育む自律性の 確保」で ある 。

　
一

方 の 革新的産業の 成功要因 として は
， 「部

品関連 ツ
ール の 習熟」お よ び 「部門 ・企業間の

情報共有」の 重要性が示唆 され る 。 こ の こ とは
，

革新的産業における原価企画で は，原価の 「作

り込み」 よ りも，ベ ス ト ・チ ョ イ ス の ため の 情

報収集 と選択基準 に 関す るサ ポ
ー

ト体制の必要

性 を強調する 。

　最後に
， 本研究の イ ン プリケ

ー
シ ョ ン に つ い

て 3 点述べ て 結び とす る 。

　第 1 に，本研究は，異 なる競争環境下 で の 原

価企画 の 成功 要因 を探 索 した先駆的研究で あ

り，
い くつ か の発見事項があ っ た 。

　第 2 に
， 本調査 は設計担当エ ン ジ ニ ア を対象

に した た め，「ツ ール の 習熟度」や 「目標原価

の タイ トネス 」，「情報共有」，「誤解 と意見の相

違」，「自律性」 とい っ た こ れまで の組織 レ ベ ル

で の 研究で は 測定 しに くか っ た 変数 に焦点を当

て る こ とが で き，尚かつ それ らの 変数が原価企

画の 成功要因として重要な変数で ある こ とを示

唆 した 。

　第 3 に，発見事項の普遍性 に つ い て 若干の検

討 を加 える 。 本研究の 調査対象は ，ある電機メ

ーカ ーの 3 つ の 事業で あ り，
そ の 中で も特に 2

つ の 事業 を中心 に分析 を加 えた 。 その ため ，発

見事項 の
一
般化には

一
定の注意を払 う必要があ

る 。 しか しなが ら ， 紙幅の 都合上多 くを議論す

る こ とはで きなか っ たが ，調査デ
ー

タの 分析結

果は
， 多くの ケース研究や 郵送質問票調査な ど

の 先行研究か ら得 られ る知見 と合致す る点も多

く，また当該企 業は 日本を代表す る電機メ ーカ

ーの ひ とつ で あ り，原価企画実践の歴史も古い

こ となどか ら， 当該企業の エ ア コ ン 事業は成熟

産業を，パ ソ コ ン事業お よび液晶事業は革新的

産業の
一
部を代表して い る と考えられ る 。

（注）

（D　原価企画研究の詳細な文献レ ビュ
ーは吉田 （200D）

　を参照 い た だ きた い
。

（2） バ ーン ア ウ ト （Burnout） と は 「過度 で 持続的

　な ス ト レ ス に対処で きずに，張 りつ め て い た緊

　張が緩み ，意欲が急速に萎え て しまっ た ときに

　表出 され る 極度 の 身体疲労と感情の枯渇に 関す

　る症状 （田尾，1991，55頁）」 で あ り， 原価企画

　 の 逆機能の ひ と つ と され る 設計担当 エ ン ジ ニ ア

　 の 疲弊 の 測度 に 用 い た 。

（3） 正式図 の 出図 に お い て 製造原価目標が 達成さ

　れ た業務を成功 プ ロ ジ ェ ク ト， 未達成 で あ っ た

　業務を失敗 プ ロ ジ ェ ク トと呼 ん だ 。

（4） 原 価企画活動 を支援す る 組織能力の 概念に つ

　い て は，吉田 （1999，2000） を参照 い た だ きた い 。

　尚，プ ロ セ ス 能力，ア
ー

キ テ ク チ ャ 能力お よび

　 ロ ーカ ル能力とい っ た組織能力概念に つ い て は

　楠木ほ か （1995）に準拠 し て い る 。 吉田 （】999，

　2000 ）で は
， 原価企 画 を支援 す る 組織能力と ア

　 ウ トプ ッ ト概念を，以 下 の よ うに整理 し た 。 組

　織能力 は，持続的競争優位の 源泉と して 機能す

　る企業独 自の 経営資源 お よ び 組織 プ ロ セ ス と し

　て 注 目 され て きた概念で ある 。
こ の 組織能力の

　 うち，原価 企画 を支援する 組織能力に焦点を当

　て ，3 つ の レ イヤ
ー

に よ り構成 され る もの とし

　て 整理 した 。 第 1層 をプ ロ セ ス 能力 と呼 び， 

　統合，  調整，  自律性とい う 3 つ の 下 位概念
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原 価 企 画活 動 を 支援す る 組 織能 力 と パ フ ォ
ー

マ ン ス との 関 係

　 を想定 した。第 2 層は ア
ーキ テ ク チ ャ 能力と呼

　ぴ，  トッ プ ・マ ネジ メ ン トの サ ポ ー
ト，  戦

　略との リ ン ケ ージ．  マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ

　
ー

ル ・シ ス テ ム
，   そ の 他 の 組織構造，第 3 層

　は ロ
ー

カ ル 能力と呼び，  原価企画支援 ツ
ー

ル
，

　  製品技術基盤，  技術教育 とい う下 位概念 に

　 よ り構成 され る こ とを仮定 した。原価企画 の ア

　 ウ トプ ッ トは，原価企画パ フ ォ
ー

マ ン ス として ，

　  製品 コ ン セ プ トの 実現   製品 コ ス ト，  製

　品品質 ・機能 ，   開発納期の 4 つ の指標，設担

　当エ ン ジ ニ ア の 疲弊 は 3 つ の バ ー
ン ア ウ ト指標

　 （情緒的消耗感，個人的達成感，脱人格化） を用 い

　 て 測定 した 。

（5） 概念の 操作化ならび に質問調査票の詳細に つ

　い て は 吉田 （2  ）を参照 い た だきた い
。

〔6） 3 つ の 事業 そ れ ぞ れ に つ い て ，当該事業 とそ

　の 他 の 2 つ の 事業 （ダ ミー変数） 間 で の 組織能力

　とパ フ ォ
ーマ ン ス との相関係数の 差 の検定を実施

　 した 結果，パ ソ コ ン 事業とエ ア コ ン事業の 2事業

　の 比較 を中心 とした分析が ， 紙幅の 都合も含め て

　望 ましい と考えた 。

（7） 事業ご との 原 価企画 の 取 り組 み に つ い て は，

　経理部の 各事業担当者向け の 質問票 に 対する 回答

　に 基づ い て記述 して い る 。

（8） 調査対象企 業の コ ス トテ
ーブ ル は 開発後期 に

　利用 され る エ ン ジ ニ ア リ ン グ ・コ ス トテ
ーブ ル で

　ある 。

（9） 質問調査票で は，関連部門 として 「購買部 門」，

　「製造部門」お よ び 「営業部門」を設定 した 。
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